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川崎市総合都市交通計画の改定(案)について 

○川崎市総合都市交通計画は、「 誰もが利用しやすい

こと」、「 安全・ 安心かつ円滑であること」、「 持続可

能であること」 を交通政策の理念に掲げ、「 広域調

和・地域連携型の都市構造の構築」に向けた交通環

境の整備を推進するため、平成25年3月に策定。 

○本計画は、総合計画と連携する交通政策関連の分野

別計画であり、計画期間は概ね20年間。  

○計画策定後は、交通事業者や市民・ 団体・ 企業、国

や自治体等の多様な主体と連携・協力して、計画に

位置付けた各種の施策・事業を展開し、交通環境の

整備を推進してきた。 

○ また、本計画は、計画策定から１０年毎に計画の全

体見直しを行い、その間にも計画を取り巻く状況変

化等を踏まえ、施策展開等の見直し（ 中間見直し）

を行うこととしている。  

○ こうした中、計画策定から 5年が経過し、総合計画

の策定や社会経済状況の変化など、計画を取り巻く

状況に変化が生じていることから、計画の中間見直

しを行うものである。 

１

○今回の見直しについて 

・ 交通政策の理念をはじめ、めざすべき都市構造や交

通政策目標などの基本的な考え方は継承する。

・ 計画策定後の状況変化等を踏まえ、目標の実現に向

けて取組が必要な交通課題の解決に向け、重点施策

などの施策展開を中心に必要な見直しを行う。 

○川崎縦貫鉄道計画について 

・川崎縦貫鉄道計画は、財政負担が極めて大きいこと、

また、今後の超高齢化や人口減少を踏まえると、事

業着手できる環境にはないとの判断から、交通政策

の目標の実現に向けた将来めざすべき鉄道ネット

ワークとして位置付けは行わず、計画を廃止する。

・ 今後は、身近な地域の交通を支える公共交通ネット

ワークの充実や既存鉄道の輸送力増強等による混

雑緩和、周辺都市と連携した鉄道ネットワークの形

成などに重点を置き、取組を進める。 

国際競争のもとでの発展に向けた首都圏のさら

なる機能強化の推進 

防災への取組の強化や温室効果ガスの削減へ

の社会的要請 

仕事と生活の調和のとれた働き方の実現に向け

た機運の高まり 

東京オリンピック・パラリンピックを契機とした交通

環境の向上への期待 

現在の交通環境を大きく 変え得るＩ ＣＴ等

の技術革新の進展 

交通政策審議会答申第198 号において本市

に係る6路線が位置付け など 
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図 川崎市の発生集中交通量の推移

○ 本市の発生集中交通量は、人口ピークの

平成42年には27年比で1.04倍に増加 

○平成62年には27年の水準をやや下回る 

首都圏機能の強化及び本市都市構造の形成

・ 市内外の拠点間連携の強化、市内拠点から羽田空港へ

のアクセスの向上、臨海部の交通機能の強化 等 

高齢化への対応、交通利便性・安全性・快適性の向上

・ 駅などへのアクセス向上、鉄道や道路の混雑の改善、

誰もが安心して移動できる環境整備 等 

災害に強い交通の実現

・ 災害に強く復旧を支える交通基盤の充実、交通ネット

ワークの多重化、災害時の交通混乱への対応 等 

地域特性に応じた交通課題へのきめ細かな対応

・ 地域特性を踏まえたきめ細かな対応、駅の特性を踏ま

えた結節機能の強化 

地球環境へのさらなる配慮

・ 交通の低炭素化、道路交通の円滑化、自動車から公共

交通利用への転換 等 

１ 鉄道・道路ネットワーク形成事業の取組時期の見直し

各事業の進捗や計画熟度等を踏まえ、取組時期の確

認と必要な見直しを行う。 

事業を中止した京急大師線連立事業２期について

は、「 都市計画変更を前提に代替案を検討し、今後の方

向性を明確化する」 ことを示す。  

２ 鉄道の混雑緩和と安全性・利便性向上

混雑緩和に向けたオフピーク通勤の取組、駅の安全

性、利便性の向上に向けたホームドアの設置や駅施設

の改良など、鉄道事業者との連携による取組の推進を

示す。 

３ 自転車の安全利用と活用

自転車を身近な地域における交通手段ととらえ、歩

行者などに配慮した通行環境の整備等による自転車の

安全利用の推進とともに、自転車の活用に向けた取組

の推進を示す。 

○ 鉄道・ 道路ネットワーク 

JR小田栄駅開業と南武支線の増便 

ＪＲ南武線幅広車両の導入 

国道 357 号多摩川トンネルや羽田

連絡道路の事業着手 など 

→ ⇒「主な目標水準」（計画策定時 現況 目標値） 

公共交通・自動車利用による本市拠点から羽田空港までの平

→ ⇒ 3 5均所要時間の短縮（約44分 約45分 分以内） 

○ 交通の安全・安心 

ユニバーサルデザイン（UD）タクシー

の普及促進、乗場の整備

ホームドアの設置（5駅）

緊急輸送路の整備、無電柱化推進 

帰宅困難者対策の推進 など 

→ ⇒「主な目標水準」（計画策定時 現況 目標値） 

→ ⇒ 1 0 0道路橋りょうの耐震化（約59％ 約99％ ％）

○ 身近な地域公共交通、地球環境への配慮 

バス路線の拡充（向ヶ丘遊園駅～たま

プラーザ駅、溝口駅～新百合ヶ丘駅など） 

コミュニティ交通の取組への支援   

駅前広場等の整備（溝口駅南口等） 

スマートEVバス(電気バス)運行 など 

→ ⇒「主な目標水準」（計画策定時 現況 目標値） 

公共交通分担率（約39％→ ⇒ 4 0約39％ ％以上） 

本市の骨格を鉄道網が形成、駅密度も大都

市で3番目に高い 

ターミナル駅へのアクセスを中心に各地に広

がるバス路線網が形成 

本市の鉄道やバスなどの公共交通の分担率

は、周辺都市では都区部に次ぐ高い水準。高

齢になるとバスの分担率が高まる傾向 

市内の鉄道利用者やバス利用者は増加傾

向。JR 南武線等で混雑率が180％を超え

る。

市民は、交通安全対策や災害に強い交通網

などを重要視。身近な交通サービスの充実を

重要と考える人が5年前より増加 など

４ 身近な地域の公共交通ネットワークの形成

駅などへのアクセス向上は路線バスによる対

応を基本とし、路線バスサービスの一層の充実を

図るとともに、多様な主体との連携によるコミュ

ニティ交通の取組への支援や、幅広い観点から、

地域の足を確保するための様々な手法に関する

検討を行うなど、地域の特性やニーズに応じた取

組の推進を示す。 

５ 臨海部における公共交通機能の強化

既存スト ックの活用と新たな公共交通機能の

強化の視点から、施策展開の考え方を示し、臨海

部ビジョンと連携した次世代モビリティ等の活

用など、先進的・ 先導的な技術の導入促進等に向

けた取組の推進を示す。 

６ 目標水準の一部見直し

目標水準の「 道路橋りょう 124橋の耐震化」が

100％達成間近のため、目標値を再設定するなど、

一部の指標について必要な見直しを行う。 

はじめに 

２ 見直しの方向性 

３ 本市の交通政策を取り巻く状況 ４ 本市の交通事情・ 交通特性 

５ 計画策定後の取組状況 

計画の主な変更点 ６ 本市の交通課題 

○本市の人口は今年150万人を突破 

○平成42年をピークに減少過程に転じる 

○平成62年の高齢化率は33％に達する 

図 本市と 1都3県の将来人口推移
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ア 本市拠点機能及び拠点間連携の強化

・ 鉄道を主軸とした沿線まちづくりを支える既存鉄道路線の機能強化や鉄道
路線の整備

・ 既存鉄道路線の混雑緩和に向けたオフピーク通勤による需要調整

・ 鉄道の連続立体交差化、幹線道路等の整備、交差点改良 

イ 広域的な都市間の連携、空港・ 新幹線駅へのアクセス強化

・ 本市拠点から横浜・ 新横浜・ 東京都心方面等へのアクセス強化に向けた既
存鉄道路線の機能強化や鉄道路線の整備 

・ 広域的な幹線道路網の整備に向けた取組 

・ 羽田空港へのアクセス強化に向けた連絡道路の整備

ア 安全・ 安心な交通環境の整備と交通安全対策の推進

・ 歩行者や自転車等が安全で安心して移動しやすい交通環境の整備

・ 交通事故のない安全で住みやすいまちの実現に向けた活動

・ 駅周辺における踏切横断の軽減と安全性や利便性の向上に向けた
取組 

・ 幹線道路等の整備による通過交通の生活道路への流入防止に向け
た取組 

イ ユニバーサルデザイン都市の実現に向けた取組の推進

・ ユニバーサルデザインタクシーの普及促進や利用環境の整備

・ ホームドアの設置や駅施設の改良など鉄道駅の安全性と利便性の
向上に向けた取組

・ 鉄道駅を中心としたバリアフリーのまちづく り 

・ 誰もが分かりやすい多言語表示された統一的な公共サインの整備

ウ 災害に強い交通基盤の整備

・ 緊急交通路、輸送道路の整備と機能確保に向けた取組

・ 道路橋りょうの耐震化や道路の無電柱化 

・ 大規模災害に伴う公共交通への集中回避に向けた帰宅困難者対策

・ 鉄道や広域的な幹線道路等の整備による防災性の高い交通ネット
ワークの形成 

ア 駅などへのアクセス向上

・ 路線バス社会実験支援制度の活用や駅前広場や道路の整備等によ
る路線バスサービスの充実

・ バス路線の役割に応じた機能強化の検討 ・ 新技術の導入促進 

・ 駅前広場（ 交通広場） や都市計画道路等の整備による路線バスの
走行環境の改善

・ 多様な主体との連携による地域住民が主体となったコミュニティ
交通の実現や運行の維持に向けた取組の支援

・ 鉄道路線の整備による駅アクセスの向上 

イ 駅周辺の特性に応じた交通環境の整備及び公共交通の利用促進

・ 駅の特性や利用者数等に応じた駅へのアクセスや乗継の利便性の
向上、駅周辺における回遊性の向上などの交通結節機能の強化や
駅への交通集中の緩和 

・ 橋上駅舎化等による駅アクセスの安全性や利便性の向上

・ 鉄道の連続立体交差化と連携した交通環境の整備による駅アクセ
スの向上 

・ 運行案内情報の充実などによる路線バスなどの公共交通の利用を
促進する取組 

都市の骨格を形成する交通機能の強化

※ １ 国道 357 号については、多摩川トンネル（羽田～浮島）が平成 27 年度に事業着手している。 

※ ２ 臨港道路東扇島水江町線については、計画策定から概ね 10年後の事業完了（平成 35年度予定）を踏まえ、
Ａ事業としている。

交通の安全・ 安心の強化

市民生活を支える公共交通の強化

● 事業を中止した京急大師線

連続立体交差事業２期（ 川崎大

師駅～京急川崎駅） について

は、都市計画変更を前提に代替

案を検討し、今後の方向性を明

確化する。 

各事業については、上位の政策や

周辺都市との連携など、事業環境の

変化、必要性に応じ、取組時期の変

更について適切な対応を図る。 

駅などへのアクセスは、路線バスによる対応
を基本とする身近な地域の公共交通ネット
ワークを形成し、将来にわたる市民生活を支
えていく

周辺地域における路線バスネットワークの
拠点として、再開発に合わせて再整備を行う
鷺沼駅交通広場 

歩行者や自転車等が安全で安心して移動し
やすい交通環境の整備等により、自転車の安
全利用を推進するとともに、活用という視点
からも取組を進める 

鉄道駅の安全性・ 利便性向上のため、鉄
道事業者と連携した取組を進める必要が
あるＪＲ武蔵小杉駅 

８ 重点施策 

重点施策１

取組時期 

Ａ事業 

計画策定から10年内（ H34年

度まで） に事業完了をめざす 

Ｂ事業 

計画策定から 10年内（ H34年

度まで） に事業着手をめざす 

Ｃ事業 

計画策定から 20年内（ H44年

度まで） に事業着手をめざす 

重点施策２

重点施策３

連続立体交差化や混雑緩和に向けた
長編成化、需要の調整などに取り組む
Ｊ Ｒ南武線 

新百合ヶ丘への延伸について横浜市
との事業化に向けた調整を進める横
浜市営地下鉄3号線 

横浜市営地下鉄
３号線の延伸

東海道貨物支線
貨客併用化川崎アプローチ線

東急田園都市線
複 線々化

ＪＲ南武線
長編成化

ＪＲ南武線
連続立体交差事業 

登戸～ 
向ヶ丘遊園

向ヶ丘遊園～ 
新百合ヶ丘

小田急小田原線複々線化

川崎駅
周辺地区 

新川崎・鹿島田駅
周辺地区 

浜川崎駅
周辺地域 

殿町・大師河原地域

小杉駅周辺地区

登戸・向ヶ丘遊園駅
周辺地区 

新百合ヶ丘駅
周辺地区 

鷺沼・宮前平駅
周辺地区 

溝口駅周辺地区

１期１期

京急大師線
連続立体交差事業

鉄道ネットワーク形成事業 

川崎縦貫道路
Ⅱ期

川崎縦貫道路
Ⅰ期

羽田連絡道路

国道３５７号※ １

ＪＲ南武線
連続立体交差事業 

臨港道路
東扇島水江町線※ ２ 

川崎駅
周辺地区 

浜川崎駅
周辺地域 

殿町・大師河原地域 

小杉駅周辺地区

登戸・向ヶ丘遊園駅
周辺地区 

新百合ヶ丘駅
周辺地区 

鷺沼・宮前平駅
周辺地区 

溝口駅周辺地区

１期１期

京急大師線
連続立体交差事業

新川崎・鹿島田駅
周辺地区 

道路ネットワーク形成事業 
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＜ 今後のスケジュール ＞  

○ 平成２９年１１月２７日～平成３０年１月１２日 市民意見募集 

（ この間に市民説明会の開催）  

     ・ １２月１７日 第４庁舎２階ホール 

     ・ １２月２３日 宮前区役所４階大会議室 

     ・ １２月２４日 麻生区役所４階第１会議室 

○ 平成３０年 ３月 川崎市総合都市交通計画の改定 

ア 低炭素で環境に配慮した交通環境の整備

・ 公共交通の利便性の向上による公共交通の利用促進

・ 都市計画道路の整備等による道路交通の円滑化 

イ 自動車交通による環境負荷の低減に向けた取組の推進

・ エコドライブやエコ運搬等の環境に配慮した自動車利用の普及促進

・ 低公害・ 低燃費車の普及促進 

・ 産業道路や首都高速横浜羽田空港線を走行する大型車等の迂回対策

・ 産業道路での低公害車の優先的な配車など、事業者の自主的な取組
の促進 

ウ 次世代エネルギーや新技術を活用した交通の低炭素化

・ 自家用車やトラックなどの電気自動車や燃料電池自動車等の次世代
自動車の普及促進

・ 充電インフラや水素ステーションの整備に向けた取組の推進 

・ バスなどの公共交通車両等の低炭素化に向けた取組の推進

環境に配慮した交通の低炭素化

ア 臨海部の道路ネットワーク機能の強化

・ 羽田連絡道路の整備  ・ 臨港道路東扇島水江町線の整備

・ 国道３５７号の整備  ・ 川崎縦貫道路の整備 

・ 京急大師線の連続立体交差化 ・ 東扇島の道路交通対策 

イ 臨海部の公共交通機能の強化

・ 羽田連絡道路や臨港道路東扇島水江町線を活用した路線バスの運行
の促進

・ Ｊ Ｒ南武支線の利便性向上に向けた利用促進と輸送力増強の促進 

・ 川崎アプローチ線の整備や東海道貨物支線の貨客併用化

・ ＰＴ ＰＳ（ 公共車両優先システム） の高度化や、臨海部ビジョンと
連携した次世代モビリティ等の活用など、先進的・先導的な技術の
導入の促進

ウ 臨海部における環境に配慮した自動車利用の促進

・ 自動車交通による環境負荷の低減に向けた取組や公共交通の利用促
進

・ 産業道路や首都高速横浜羽田空港線を走行する大型車等の迂回対策
（ 再掲）  

・ 産業道路での低公害車の優先的な配車など、事業者の自主的な取組
の促進（ 再掲）  

臨海部の交通機能の強化

キングスカイフロントと羽田空港を結び、羽

田空港周辺地域及び京浜臨海部の連携を強化

し、成長戦略拠点の形成を図る羽田連絡道路 

臨海部の交通機能の強化により、臨海部と羽

田空港や周辺拠点間、京浜３港間等の連携を

強化 

ふんわりアクセルによるゆっく りとした発

進や加速などの環境にやさしい自動車の使

用を実践するエコドライブ 

交通の低炭素化に向けて、電気自動車や燃料電

池自動車等の普及促進や利用環境の整備に向け

た取組を推進（ 写真は電気トラック用急速充電

設備（ 三菱ふそうトラック・ バス㈱川崎工場内）

出典： 三菱ふそうトラック・ バス㈱ 

８ 重点施策 つづき 

重点施策４

重点施策５

東京港

川崎港

川崎駅

浜川崎駅

東京港との 

結びつき強化

横浜港との 

結びつき強化

空港との 

結びつき強化

各拠点との結び

つき強化

東京

市内拠点

キングスカイ
フロント

効果を波及

横浜港

横浜

千葉方面との

連携 

羽田空港



「 川崎市総合都市交通計画」 の改定案に対する意見の募集について 

 平成25 年3 月に策定いたしました「 川崎市総合都市交通計画」 について、これまで取り組

んできた施策や事業の成果を踏まえ、交通政策を取り巻く 様々 な状況の変化に対応するため、

計画の改定を行います。改定にあたり、パブリックコメントを実施し、幅広く市民の皆様の意

見を募集します。  

１  意見募集期間 

 平成２９年１１月２７日(月)から平成３０年１月１２日(金)まで 

※郵送の場合は当日消印有効 

２  閲覧場所 

  川崎市ホームページ 

かわさき情報プラザ（ 川崎市役所第3 庁舎2 階）  

区役所市政資料コーナー、支所・ 出張所 

図書館、市民館、教育文化会館、公文書館 

まちづく り局交通政策室（ 明治安田生命ビル6 階）   

３  意見書の提出方法 

次のいずれかの方法により提出してく ださい。 

（ 電話による意見等は受け付けておりませんので御了承ください。）  

なお、様式は自由ですが、裏面の「 意見書」 を御活用ください。  

（ １） 郵送又は持参 

〒２１０－８５７７  川崎市川崎区宮本町１番地 

川崎市まちづく り局交通政策室（ 明治安田生命ビル６階）  

（ ２） Ｆ ＡＸ  

Ｆ ＡＸ番号 ０４４－２００－３９７０  

（ ３） 電子メール 

市ホームページのパブリックコメント専用ページから、所定の方法により送信 

４  その他 

お寄せいただいた御意見は、個人情報を除き、類似の内容を整理又は要約した上で、御意見

とそれに対する本市の考え方を取りまとめて、平成30 年3 月頃にホームページ等で公表する

予定です。 

５  問合せ先 

 川崎市まちづく り局交通政策室 電話 ０４４－２００－３５５０  

※  意見書の書式は自由です。必ず「 題名」、「 氏名（ 法人又は団体の場合は、名称及

び代表者の氏名）」  及び「 連絡先（ 電話番号、ＦＡＸ番号、メールアドレス又は住

所）」 を明記してく ださい。  

資料２ 

パブリックコメントの実施に合わせて

説明会を開催いたします

・平成 29年 12月 17日（日）14 時 00 分から 

川崎市役所第 4庁舎 2 階ホール 

・平成 29 年 12月 23日（祝）14 時 00 分から 

宮前区役所 4階 大会議室 

・平成 29 年 12月 24日（日）14 時 00 分から 

麻生区役所 4階 第 1会議室 

※詳しくは市ホームページ、案内チラシをご

覧ください。 

４  


